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関西法律学校と経済学
?
原 四 郎
はしがき
1965(昭和40)年11月に関西大学は創立80年の記念行事を行い，『関西大学経済
論集』も第15巻の第4・5・6合併号を記念論文集にあて，同年11月に刊行した
が，当時経済学部長だった私は，その論文集の序として，つぎのような文章を
書いた。私が「関西法律学校と経済学」というテーマをとりあげた最初のもの
である。
「明治19年11月4日に開校された闊西法律學校は，その名の示すように法学
教育を目的とするものであったが， 当時の新聞に掲載された設立の趣旨にも
『汎く内外の法律及経済學を教授する」とあるように，法学の他に，経済学も
また，その創立当初から重要な学科目とされていた。当時そこでどのような経
済学が講義されていたかということは，第一回卒業生の一人である内田重成が
丹念に筆記した経済学講義録によってこれをうかがうことができる。本学図書
館の所蔵するその講義は三冊からなり，手塚太郎の講述を筆写した第一冊は
（中賂），序論および『第一巻生産ノ事」が論じられており， 他の二冊は野村珍
吉の講述にかかるもので，（中略）分配， 交換， 貨幣，信用とすすみ，（中略）最
後に外国貿易論がとりあげられている。その構成は体系的によくととのってお
り，個々の説明もかなりくわしいもので，明治20年ごろのわが国の経済学の講
義としては，相当な水準のものといってよいだろう。
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手塚太郎は司法省法学校でボアソナードやアッペールの黛陶をうけた法律学
士であるが，その経済学の知識もまた，おそらく彼ら直伝のものであった。法律
学のみならず経済学の素蓑を十分身につけていたボアソナードは，（中略），西
欧経済学のわが国への移入におおいに貢献した。この面での彼の役割りは，民
法典の編築や法律家の養成という彼本来の大事業のかげにかくれがちだが，明
治初期に来日してわが国の青年たちに直接経済学を講義し，この国に新しい学
問の種子を蒔いた外人教師の一人として，ボアソナードは，東京大学のフェノ
ロサや同志社のラーネッドなどとともに，黎明期の日本経済学史にとって，逸
することのできない名前である。ケネーに発し，セーにっちかわれたフランス
経済学の伝統は，ボアソナードによってわが国にうつされたが，それが手塚に
よって，商都大阪の地につたえられた次第を，われわれはこの講義録によって
知ることができるであろう。野村珍吉は東京大学法科大学の第一回卒業生で，
創設期の開西法律學校の講師がすべてフランス法学の人々であるのに対し，彼
だけはイギリス法の系統に属していた。そのためか彼は開西法律學校ではもっ
ばら経済学を担当していたが，その経済学もまた当時のわが国に流行していた
J. S. ミルやフォーセットに依るイギリス古典学派の紹介といってよく， 内田
の筆記した講義録も， 手塚の講述による第一冊と野村の担当した部分の第二
冊，第三冊とでは，理論的基調はほぽ同一であるものの，説明のはこび方には
かなりの違いがある。かくて闘西法律學校の初期の学生は，期せずして，英仏
両国の経済学を同時に学びえたことになるのである。
明治20年代の後半以降，わが国の経済学の主流は，世界の学界の潮流を反映
して，それまでの英仏の古典学派から， ドイツの歴史学派や，ォーストリーの
主観価値学派へと移行してゆくのであって，明治37年に経済学科が新設された
頃には，そうした新しい傾向の経済学が本校でも講ぜられるようになったと推
測される。その後の経済学の進展はさらにめざましく，（中略）こうした現在の
時点に立って80年前を回顧すれば，うたた今昔の感に堪えないものがあるが，そ
れと同時に，ランプの灯影でかきつづられたこの三冊の講義録をひもとくとき，
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経済学という『一般人民ガ知ラザル可カラザル学問』（手塚の講述する序説の一節）
の摂取と普及につとめた先学の精進に対し，心からの敬意をおぽえざるをえな
いのである」。
その後私は内田重成のノートのうち手塚太郎による講義の全文を本誌第19
巻4号(1969年10月）に掲載し， 野村珍吉の講義の筆記を第19巻第 5号と第 6号
(1969年12月， 1970年2月）に掲載した（杉原「関西法律学校の経済學講義」日ロロ0)う
え，その講義内容について若干の解説をおこなった（杉原「関西法律学校の経済学
講義をめぐって」，同誌第20巻第2号， 1970年7月）2)。 さらに数年後明治19年11月4
日の開校の日に経済学の講義をした吉田一士と彼の主宰した経済雑誌とについ
て二つの論文を発表した（杉原「『経済叢話」と関西法律学校」，本誌第26巻第1号，
1976年6月，同「関西法律学校校主吉田一士」，同第26巻第4・5合併号， 1977年1月）3)。
その後も私はこのテーマに関心をもちつづけてきたのだが， 創立100年の記
念号に執筆する機会を与えられたので，これまでの研究を若干補充するべく筆
をとった次第である。なお本稿を草するにあたって，年史資料編集室，とりわ
け大場義之氏の御世話になった。記して謝意を表する。
I 国際学会への報告
1986年の 4月 1日から 4日まで，北イタリアのサンミニアートで「経済学の制
度化(Institutionalizationof Political Economy: Its Introduction and Acceptance 
into European, North-American and Japanese Universities)」に関する国際会
議があった。「経済学の制度化」は，数年前からイギリスとイタリアを中心とす
るヨーロッパ諸国にアメリカと日本が加わって，各国の歴史家や経済学者が，
経済学という科学がどのようにその地位を社会的に認知され普及していったか
ということを，大学における講義の変遷を中心に1900年までたどりながら，そ
1)この一部は杉原「西欧経済学と近代日本』（末来社， 1972年）に収録した。
2)この論文も前掲杏に収録した。
3)この論文は杉原「日本経済思想史論集」（末来社， 1980年）に収録した。
621 
830 閥西大學「経清論集」第36巻第2・3・4号 (1986年1月）
の過程を国際的に比較研究するというプロジェクトであって叫 すでに何回か
の予備会議をもったうえの最終的な会議が開かれたわけである。会議の前に各
固で作成したペーパーが事務局におくられており，それをあらかじめ読んだう
えで会議に参加するのがたて前であった。実際は会議の当日やっと配布される
というのもあったが，全体で数十篇のペーパーが提出された。日本のものは文
献目録と年表をふくめてつぎの11篇であった。
Hiroshi Mizuta, Political economy comes to Japan 
Chuhei Sugiyama, Enlightenment and nationalism: Fukuzawa and 
the economic thought in early Meiji era 
Norio Tamaki, The American professors'regime : the first ten years 
of the department of political economy at Keio University 1890-1900 
Hiroshi Mizuta, His Majesty's University -Imperial University of 
Tokyo 
Hiroshi Mizuta, For domestic colonization -Sapporo Agricultural 
College 
Chuhei Sugiyama, Economists in opposition ? - political economy 
in Senshu University 
Ikuo Omori, Towards the practical utilization of economic knowledge: 
political economy at Waseda University, 1882-1902 
Chuhei Sugiyama & Tamotsu Nishizawa, Captain of industry -
commercial and economic education at Hitotsubashi University -
Shiro Sugihara & Tamotsu Nishizawa, Political economy in Osaka 
Shiro Sugihara, Western economic books translated into Japanese 
1)このプロジェクトは当時フィレンツェ大学の教授だったバルーキ (P.Barucci)とケ
ンブリッジ大学のホント (J.Hont)とが1982年に相談してはじめたもので， コーツ
(A. W. Coats)らの努力でアメリカや日本も参加することになった。 日本のチーム
はこの研究で文部省の科学研究費を1985-86年の二年間交付された。
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1867-1901 
Ikuo Omori, The chronological table concerned 
見られるように，水田洋氏の総説に対する各論は，慶応義塾（杉山忠平，玉置
紀夫）， 東大（水田）， 札幌農学校→北大（水田）， 専修学校→専修大学（杉山），東
京専門学校→早稲田大学（大森郁夫），商法講習所→東京高商→一橋大学（杉山，
西沢保），商法講習所→大阪高商→大阪商大（西沢保）， 関西法律学校→関西大学
（杉原四郎）という風に， 八つの学校で経済学がそれぞれどのように講義された
かについてのべている。その中で西沢氏（大阪市大）と私との共同執筆になる
「PoliticalEconomy in Osaka」は， 1. Preface(杉原）， 2. Tomoatsu 
Godai and the Osaka Commercial School(西沢）， 3. Political Economy 
and the Kansai Law School (杉原）の三節からなる。以下にかかげるの
は，私が執筆した 1と3との邦訳である。なお注は新たにつけ加えたものであ
る。
序
?
大阪は水陸交通の要衝として古代から重要な役割を演じてきたが，徳川時代
(1603-1867)には，江戸，京都とともに三大都市となった。江戸が政治の中心，
京都が文化の中心であるのに対し，大阪は経済の中心で，米をはじめ重要な物
資が全国からそこにあつまり，商業・金融の中心となった。人口も1867年に約
40万に達した。明治に入っても西日本の商業・金融の中心であるとともに，エ
業の分野でも紡紐業を中心とする繊維工業が最も盛んで，その製品は中国や東
南アジアに輸出された。大阪の紡績業は近代日本の経済発展をささえる基軸産
業の一つとなった。前世紀の終りまでに大阪はわが国で東京につぐ第二の大都
市となり， 「東洋のマンチェスター」と呼ばれるにふさわしい地位を占めるに
いたったのである。
戦前の大阪には，三つの大学，すなわち国立の大阪帝国大学，公立の大阪市
立商科大学，そして私立の関西大学があった。大阪帝大は理学部と医学部の二
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つの学部だけだったので経済学とは無関係である。大阪商大（現在の大阪市立大
学）は 1980年に創立100年を迎え，関西大学は今年の11月に創立 100年を迎え
る。われわれはまず大阪商大をとりあげ， つぎに関西大学を見ることにしよ
う。
経済学と関西法律学校
関西大学は1886年関西法律学校として大阪の市中に創立された。「関西」は
「関門の西側」，つまり日本の東半分を意味する「関東」に対して， 日本の西
半分を指す言葉である。
日本を新しい立憲・法治国家に形成するためには多数の法律家が必要であっ
た。明治政府は1874年司法省の中に法律学校（明法寮）を創立した。この学校は
後に東京帝国大学法科大学となった。だが法律家に対する社会的需要をみたす
には一つの法律学校ではあきらかに不十分なので， 1880年代に多数の私立の法
律学校が生れた。それらはすべて東京にあり，ー校のみが例外であった2)。 そ
れがわが関西法律学校である。
本校について注目すべきことが三つある。 (1)この学校は一人の人物の力で生
れたものでなく，複数の人々の協力によってできたが，彼らの中心は司法省の
学校でボアソナードやアッペール3)の教えをうけた青年裁判官であった。 (2)大
2) 1880年代に東京以外の地に開かれた法学校は他にもなくはなかった。たとえば1882年
4月に開校した大阪法学舎， 1887年2月に開校した京都法学校，同年7月に開校した
和歌山法学館，同年10月に開校した大阪英法学校などがそうである。だがこれらはい
ずれも永続せず，短期間で姿を消した。
3)アッペール (VictorGeorge Appert, 1850-1934)は1879年1月に来日し，司法省法
学校の教師となり，明治法律学校にも出講，法律の他経済学も講義した。経済学の講
義はつぎのように公刊されている。亜辺爾講述，宇川盛三郎口訳「経済学講義』，『理
財学講義』，明治16年，同合本，明治18年， なおつぎの文献を参照。関未代策「アッ
ペールの経済学］，『政経論叢』（明治大学）第24巻3号， 1955年， 手塚豊「司法省御
雇外人アッペールの司法省法学校卒業式演説」『法学研究』（慶応）第41巻2号， 1968
年。
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阪実業界の巨頭五代友厚の親友で，彼の死(1885)後大阪財界の指導者となった
土居通夫(1837-1917)が本校の創立準備資金(100円）を用立てた4)。(3)この学校の
カリキュラムはもとより法律が中心であったが， 当初より経済学も重視され
ていた。この最後の点をさらにくわしくのべよう。
明治19年10月19日の『大阪日報」などに本校の「法学生徒募集」の広告が出
たが，その中には「博く内外の法律及び経済学を講授す」と書かれており，事
実法律 5科目にならんで週二回経済学が講義されていた5)。講義の担当者は手
塚太郎と野村彰吉とであって叫 その講義内容は，当時の学生の講義筆記およ
び同校から発行された講義録（それらは現在関西大学図書館が所蔵）によって知るこ
とができる。
手塚太郎(1862-1932)は司法省法学校の出身で， 法学通論やフランス民法を
担当するかたわら，経済学を講じた。序説および生産論の講義記録がのこって
いる。それをうけて分配論と交換論を講義したのが野村彰吉(1855-1896)であ
る。彼は東京大学法科大学（英法科）の第一回卒業生(1878年）であって，当時は手
4)土居通夫の財政的援助については「関西大学70年史」（関西大学， 1956年） 20-22ペ
ージ参照。なお関西法律学校が当時の大阪財界の巨頭藤田伝三郎の支持もえていたこ
とについては「70年史』， 37,44-49ペー ジ参照。
5)明治19年12月1日の「大阪日報」や同年同月12日の「朝日新聞」にのった関西法律学
校の広告（『年史紀要」第1号， 49,51ページ）によれば， 経済学は月曜日の午後4
時半ー5時半と水曜日の午後6時ー7時とにいずれも野村珍吉によって講義されるこ
とになっている。手塚太郎は野村の担当の一部を代りに行ったのであろう。
6)明治19年10月22日の「朝日新聞」には「関西法律学校の教科」と題する記事がのって
おり，法律関係の 6科目と経済論との収当者の名が列挙されているが，それによると
経済論は志方鍛が担当することになっている（『関西大学年史紀要」第1号， 36ペー
ジ）。志方が実際に経済論を担当したという記録はない。 また彼にかわって手塚太郎
（手塚は前記の新聞記事では法律大意の担当者となっていた）が経済学の担当者とな
った理由もわからない。ただ志方と手塚とそれに鶴見守義の三人は司法省法学校の第
二期卒業生として親密な関係にあった（『関西大学を築いた人々』，関西大学校友会，
1973年， 40-41ページの繭田香融教授の叙述を参照）から，彼らの話し合いで経済論
の担当が志方から手塚にかわったのではなかろうか。彼らは司法省法学校の在学中ア
ッペールの講義をきいているはずである。
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塚と同じく大阪の裁判所の検事であった。手塚の講義が司法省法学校の伝統で
あるボアソナード， アッペール系のフランス経済学に辿づくものにあるのに
対し， 野村のそれは， 当時わが国で経済学の教科書として最もよくよまれて
いたフォーセット夫人の『経済学入門』 (Fawcett,M. G., Political economy for 
beginners, 1870)によりながら講義されていたことがわかる。
このように二人の講義にはフランス系とイギリス系という色彩のちがいがあ
るとはいえ， 1830年代から約50年間欧米の経済学を支配していた自由主義的経
済学一ーセー， バスティア，シニオア， J.S. ミル， フォーセット夫妻ら―
を基調とするものであったという点では共通している。
手塚と野村とによる経済学の講義の構成はつぎの通りである。
序説（手塚）
I 経済学の定義
I 経済学と法律及び政治との関係を論ず
Il 経済は一般人民の知らざる可からざる学問なること
IV 経済史の沿革
V 経済上有用なる語字の解釈
第 1巻生産の事を論ず（手塚）
I 総論
I 土地及びその他の天然力
Il 労働
IV 資本
v 三原素合併の効果
第 2巻分配論（野村）
I 序説
I 借地料論
Il 賃金論
IV 利潤論
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I 序説
I 価値・価格論
皿貨幣論
w 信用論
v 外国貿易論
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こうした講義を通じて見られる関西法律学校の経済学の特：色は，つぎの三点
に要約できるであろう。 (1)価値論は労働価値説というよりはむしろ生産費説に
傾斜しており， (2)分配論は土地・労働・資本の三要索の協力によって生産され
た富がそれぞれの貢献に応じて分配されるべきものと説くものであり， (3)政策
的には，封建制や重商主義の国家干渉を批判する一方，社会主義にも対抗する
という意味での自由主義の立場に立つものである。
このような経済学が1880年代に大阪の法律学校で講義されたことの意義は，
つぎの二つの意味で非常に大きかったと思われる。
第 1に，当時のわが国の法律家の課題は，既存の法典の条文を解釈してそれ
を個々のケースに適用することよりも，より基本的に，市代市民法体系の意味
を全体として理解し，市民法がどのように市民社会の中で機能するかを認識す
ることであった。この課題をはたすためには，経済学をマスターすることが必
要である。なぜなら経済学こそ市民社会の基礎をなす経済構造をときあかすと
いう使命をおびて誕生した学問だからである。それはアダム・スミスによって
創設され，デーヴィッド・リカードウや J.S. ミルによって発展させられた。
関西法律学校の経済学は， この古典派経済学の通俗的な形態に他ならなかっ
た。こうした経済学をこの学校の教師は，彼らの先生であるボアソナードやア
ッペールから学んだのである。ところが1881年以来明治政府は，従来のイギリ
スやフランスにかわってドイツを模範とする日本の近代化の新しい路線を採用
し， ドイツの「国家学(Staatwissenschaft)」をわが国に等入しようと努めた。
こうしてドイツ歴史学派の国民主義が古典派の自由主義にかわって漸次導入さ
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れていった。したがって1886年における関西法律学校の経済学がなお自由主義
的であったということは，注目しておいてよいだろう。
第二に，その頃東京では，東大，東京高商，私学の慶応，早稲田その他多く
の法律学校で経済学が講義されていたので，人々が経済学を勉強することが比
較的容易であった。だが東京以外の地域では経済学を教える学校は大へんすく
なかった。たしかに1870年代には諸府県に私立の小さな学校（熟）があって，そ
こでは西欧の自由主義な思想が教えられ，時々はフォーセット夫人の『経済学
入門」の邦訳書をテキストにして経済学が講じられることもあった。しかしこ
れらの学校は1886年までにほとんど姿を消した。経済的にはデフレーションの
進行，政治的には自由民権運動に対する政府の弾圧がこれらの学校をつぶして
しまうことになったのである。
国家権力や官僚制とむすびつくことに積極的だった東京の資本乃至資本家に
くらべて，大阪の資本乃至資本家は一般に自由主義的で，どんな国家干渉にも
つよく抵抗した。このような東西の資本の対照的性格はずっと後まで維持され
ている。したがって明治20年頃の大阪で講義された経済学が自由主義的なもの
であったことは興味深い7)。
本校のカリキュラムによれば，経済学の講義は第1学年には週 1回，第2学
年には週2回おこなわれた。財政学の講義は最終の第3学年に週1回行われる
ことになっている8)が， 財政学が誰によってどんな講義がなされたかについて
は残念ながら何もわからない。
7)明治19年10月13日の「大阪日報」に関西法律学校の設立の主旨をのべた文章がのって
いるが，その中で「抑々大坂は全国の首府東京に亜ぐー大都会に位し広く海外諸国に
比例するも我東京と大坂と猶ほ仏国巴利〔パリ〕の里昂〔リヨン〕に於るが如く…
．．．」と大坂を東京のパリに対するリヨンとのべているのは，筆者は不明だが注目され
よう。
8)明治21年に文部省に特別認可を申請したときに整備したカリキュラムによる。『70年
史」 46ページ参照。ここでは経済学が理財学という名称になっている。なおこの申請
は不認可になり，その後はたして，このカリキュラムの通り講義がおこなわれたかは
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関西法律学校のカリキュラムを， 五代友厚らの努力で1880(明治13)年に大阪
商業講習所としてスタートし，その後，伊庭貞刷らの応援で大阪商業学校，大
阪高等商業学校として発展していった学校のカリキュラムとを比較すると，前
者にあった財政学は後者にはなく，そのかわりに簿記や商業英語や中国語など
が重視されているのが目立つ。これは商業学校の目的が大阪の実業界に新しい
時代に照応する経済人を養成することにあったことを示している。
1894(明治27)年に浜田健次郎が関西法律学校の講師となった丸浜田は東京
帝国大学の文学部政治学理財学科を明治17年に卒業したが，同期には阪谷芳郎
や添田寿ーもおり，浜田は卒業後彼らとともに専修学校で経済学を講義した。
関西法律学校で浜田がどのような講義をしたかについての記録はないが，浜田
の諸著作から見て彼の経済学が手塚太郎や野村珍吉のそれとくらべてドイツ歴
史学派により近いものであったことは間違いないであろう 10)0 
1905(明治38)年に関西法律学校は関西大学となり， 法律学科， 経済学科，商
業学科の三科（専門科は法律，経済，商業）をおくことになった。
関西法律学校の経済学について二つのことをつけ加えておきたい。
第 1に，関西法律学校の校主吉田一士は，校外生のために講義録を定期的に
刊行した。東京の法学校では同様の講義録が発行されていたが，吉田は多分そ
れらを範としたのであろう。吉田は青年時代を東京ですごし，そこで社会科学
を勉強するかたわら，自由党系の政治運動にもかかわり，さらに大阪に移る前
にある私立学校の運営に従事したこともあった。自由民権運動の衰退後青年た
ちの多くは彼らの活動の場を政治の世界からジャーナリズムまたは教育乃至啓
疑わしい。明治26年に制定された関西法律学校規則では，理財学は 1年， 2年， 3年
の教授科目の中にはなく，別科（現在の教養課程にあたる）におかれた 6科目の最後
にあがっている。『70年史」 88,98ページ参照。
9)『関西大学70年史」の附篇2, 年表77ページ参照。浜田健次郎は明治26年東京から大
阪に移住し，大阪商業会鏃所につとめていた。
10)浜田については杉原「日本経済思想史論集」所収の「浜田健次郎と雑誌「経済」」（同
書179-199ページ）参照。
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蒙活動にうつしたのだが，吉田の場合もそうしたケースの例である。
第2に，吉田一士は『経済叢話」という月刊の経済雑誌を大阪で1887(明治20)
11月に創刊した。この雑誌の目的は経済学という学問の紹介と普及であった。
寄稿者は関西法律学校の教師たちであり，吉田自身もいくつかの文章を書いて
いる。吉田は関西法律学校で経済学を講義はしなかったが， 彼の著作からみ
て， その経済思想もやはり自由主義的なものであった。二つの他の雑誌，『経
政法理』と「文明之法』が1890(明治23)年以降関西法律学校の卒業生たちによ
って刊行された。これらの雑誌の中でもわれわれは関西法律学校の教師による
法律や経済学についての文章に接することができる11)。関西法律学校の第一回
の卒業生（明治22年9月）の数はわずか17名であった12)。 しかしこの学校の経済
学は，校外生のための講義録やこれらの学校関係者の手になる雑誌を通じて，
広範囲に伝達されたのである 13)。
11)この頃もう一つ関西法律学校の関係者によって刊行された雑誌がある。 1888(明治21)
年8月に創刊された「法林」（年史紀要」第 1号， 150ページ参照）であって，「法律，
行政，経済の三科に関する学術上の事項を論ずる」この雑誌は，他の二つの雑誌にく
らべて一そう経済関係の記事がすくない。
12)明治23年7月の卒業生は15名， 24年7月は21名， 25年7月は12名， 26年7月は15名，
27年7月は18名， 28年7月は22名， 29年9月は39名， 30年9月は46名であった。こう
した卒業生の数にくらべて在校生は割に多かった。明治19年12月22日の「大阪日報J
の記事では， 在校生は220名となっており， 明治20年4月13日の「朝日新聞」には
「生徒現員は目下352名」とある。『年史紀要」第1号， 52,66ペー ジ。
13)関西法律学校は明治28年10年校内に文庫を創設した。この文庫に所蔵されたと思われ
る法律書や経済書が今も関西大学の図書館の蔵書の中にみられるが，当時の目録がな
いので， どんな書物がこの文庫にあって生徒の学習に利用されていたかは不明であ
る。図書目録としてのこっている一番古いのは，大正元年9月1日の関西大学図書目
録第1号で，これは福島学舎の図書室の蔵書目録である。これには和書洋書ともに経
済学の図書がリストアップされていて，和書は明治30年代以降の出版物が多い。洋書
はスミスの『国富論」， J.s. ミルの「経済学原理』， プライスの「イギリス商工業小
史』，ホブソン「近代資本主義の進化」，セリグマンの「経済学原理」およびフランス
のジードの原論の英訳「経済学原理」の 7点である。本学の経済学が，創立以来英仏
系のものであるという伝統が，この洋書のリストからもうかがえよう。
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TI ボアソナードの経済学
関西法律学校の創設者群像の中で，井上操，小倉久らは，司法省法学校で直
接ボアソナードの教えをうけた第 1期生であり，堀田正忠は法学校の生徒では
なかったが，ボアソナードの私宅に住んで書生兼通訳の仕事をしたので， 「ボ
アソナード門人」という肩書をつけていた。また志方鍛，鶴見守義，手塚太郎
の三人は司法省法学校の第 2期生で，前記の三人とちがい，法典編簗事業に多
忙だったボアソナードの教えを直接うけることはほとんどなかったようである
が，ボアソナードの学風や考え方の影響は彼らにも強く及んでいたであろうこ
とは推測に難くない。こうした人々によって創設された関西法律学校は，和仏
法律学校（法政大学）や明治法律学校（明治大学）と同じように， フランス法系の学
校であり，ボアソナードの精神がその学風に生きている学校であった。ボアソ
ナード自身も自分の教え子たちによって作られた関西法律学校に強い関心をも
っていたことは，彼が明治22年4月に帰国の途中大阪に来てわざわざ本校に立
ちより，生徒をはげましたことにもしめされている！）。 そこで本校の経済学を
考えるうえで，まず最初にボアソナードの経済学を見ておきたいと思う。彼にと
っては経済学は法律学とともに重要な意義をもっている学問だったのである。
ボアソナードはパリ大学の教授時代に，経済学の初代正教授の代講を1870~
1872年に担当した。またその間パリ市民のための公開講座で経済学担当教授と
して「経済学者ラ・フォンテーヌ」という講演をした。そうした実績をもつ
彼，経済学という学問が為政者や法曹家にとって重要な意義をもつと信じてい
た彼が，日本でも法曹教育の一環として経済学が必要だということを説いたと
しても不思議ではなかろう。だが明治 7年 4月から司法省法学校ではじまった
1)『70年史」 49-53ペー ジ参照。 なお「大阪公論」の明治22年5月3日号には， 5月2
日にボアソナードが「関西法律学校に於てなしたる演説筆記の大要」がのっており，
その中で彼は生徒に対し「一回も親ら教授を為さざるも諸君の教師は大概予が門人な
れば予は諸君の父の父則ち祖父に該る者全く他人と思はざるなり」とのべている。
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彼の講義は， 刑法， 行政法および民法の財産法関係のもので， 経済学の講義
は，彼の強い希望にもかかわらず，日本政府の意向で実現しなかった2)。彼が
法学校ではなく太政官正院で経済学を開講するのはそれから 2年後のことであ
る。
ボアソナードが経済学に関して発表したフランス語の著作としては， 日本に
くる前のものとして， (1)La Fontaine economiste, Paris, 1872, (2)L'econ-
omie politique et la jeanesse des ecoles, Paris, 1872の二種があり， 日本
に滞在中のものとして， (3)Echo du Japonの1876(明治9)年 1月13日号の付
録として刊行された彼の日本での経済学講義の第一回分がある。 (1)の全訳が野
田良之解説・久野桂一郎訳「経済学者ラ・フォンテーヌ」（みすず書房， 1979年）
として公刊されている。 (2)は Journaldes Economistes, janvier 1872の
p. 7-20に掲載された論文が『経済学者ラ・フォンテーヌ」と同じ出版社から
小冊子として公刊されたもので，その最初の部分の邦訳が前掲書の野田良之の
解説にふくまれている。 (3)の邦訳も同じく野田の解説の中に出てくる。
ボアソナードが太政官正院でおこなった経済学の講義は， 1876(明治9)年 1
月7日より，ほぼ 5日目毎になされたようであって，その講義の訳文が第 1回
から第22回まで（ただし5,6, 7, 1, 12, 13, 14, 15, 18, 19, 20の1回分は欠）大隅
（重信）文書に保存されている。またその第 1回から第7回までの記録が， 仏国
法律博士ボアソナード氏「経済学講義』，法制局蔵，第 1号，明治9年 2月，第
2号，同 3月，第3号，同 3月，第4号，同 5月として公刊（各号定価拾銭，書陣村
上勘兵衛，北畠茂兵衛発兌）されている。大森鍾一訳，山崎直胤閲である。本書の
第1号と前掲の Echodu Japonにのった講義の野田訳とをくらべると， ほ
ぽ同一の内容であることがわかる。
(4)日本での講義として， ボアソナードが1881(明治14)年3月5日に東京仏文
会でおこなったものの記録が，仏国法律大博士ボアソナード講述「古代経済沿
2)大久保泰甫「日本近代法の父ボワソナアド』，岩波新書， 1977年， 54ペー ジ。
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革論』，竹林館蔵版として刊行されている。刊行年の記載はないが， 訳者の序
文の日付が「明治14年4月」とあるから，それに遠くない時期に刊行されたも
のであろう。また「堀田正忠氏ノロ訳スル所クリシト雖モ其後同氏病状二臥シ
……拙晒ヲ顧ミズ堀田氏二代リ敢テ之ヲ訳出ス」とあるが，訳者の名は不明で
ある。
ボアソナードの経済思想を論じた文献としては，前掲の野田良之の解説と山
村喬「経済学者ボアソナード」 <r法学志林」ボアソナード先生来日百年記念号，第71
巻第 2•3·4 合併号·, 1974年3月）がある。前者は前掲文献の (1), (2), (3)を紹介
し，後者は(1)と(3)の大隅文書による記録とにもとづいて論じている丸
こうした資料やボアソナードの当時の具体的な日本の経済問題に対する意
見4)などから彼の経済思想を考えて見ると， つぎのような特徴がうかびあがっ
てくる。 (1),経済学は人間の経済生活を支配する「自然的で不変な法則」を解
明するが，社会はこの法則をよく知ってそれを忠実に守っておればよいのだか
3)大久保氏の前掲書の中にもボアソナードの経済的自由主義の思想が紹介されており，
わが国の法典論争の基礎に自由主義と国家主義との思想的対立があったことがのべら
れている。同書60,189-190ページ参照。なお，ァッペールの経済学のことは本稿で
は詳説をはぶくが，明治法律学校で明治14年2月11日から翌15年9月29日まで行われ
た彼の講義（前記の r経済学講義」はその記録である）は，生活・流通・分配・消費
の四分法によるもので，スミス， セー ， J.s. ミルなどによりながら自由主義思想を
ベースにして進められている。社会主義に対する批判をもふくめて，ボアソナードの
経済学と基本的に同じ性格のものである。
4)ボアソナードと当時の経済問題とのかかわりは二つある。一つは株式取引条例と米商
会所条例についての彼の見解が当事者に影響を及ぽしたこと， もう一つは当時ようや
く世人の注目をひきはじめた労資の対立抗争についての彼の見解が「国民之友」や
r法学協会雑誌」に発表されたが，それが金井延の反論を生み出したことである。前
者については野田正穂「ボアソナードと取引所問題」（『法学志林」第71巻第2・3・4合
併号， 1974年3月）を，後者については小牧近江「ボアソナードの日本労働問題への
寄与」（大内兵衛編「G.E. ボアソナード教授」（ボアソナード博士記念事業会， 1954
年所収）を参照。なお，ボアソナードは「金銀両貨幣調和論一日本新民法典二於ケル
金銀両本位制度一」を「明治誌叢」第4号に発表している（明治25年6月）が，これ
も彼の経済思想を見るうえに参考になろう。
633 
842 闊西大學「紐清論集」第36巻第2・3・4号 (1986年1月）
ら，経済学の研究と教育はどの国にとっても極めて大切である。 (2),経済学は
国民の富の生産，流通，分配，消費をこの順序でとりあげ，さらに人口を論ず
る。人口は四つの部門のどれにも深い関係をもつが，人口を第 5に独立して論
じてもよい。 (3),講義の中で重商主義や重農学派にふれ，それらの不備を克服
して出てきたスミスの説を紹介しているが，登場する経済学者はスミス，フラ
ンー・クリン， セー， バスティアで， (1)からもわかるように，ボアソナードの立
場は楽観論的自由主義である。『経済学者ラ・フォンテーヌ』の結論的部分の
つぎの一節は， こうした彼の思想をよくあらわしている。「経済学は諸政府に
対し，政府の役目を口実として社会の利害の動きに介入することであってはな
らない，と警告します。経済学は政府に向って，万人にまた各人に自由と安全
とを確保することだけを要求します。……経済学は各階級に向って，各階級は
お互いに必要欠くぺからざるものであることを証明して，それらが協力すべき
ことを説いています。……最後に，経済学は，バスティアの流麗なペンによっ
て，経済の世界は，道徳の世界のように，崇高で摂理に基づいた調和を見せて
いることを証明しています」5)。(4), こうした立場に立つ以上社会主義に批判
的であることは当然で，賃上げのための労働者のストライキやこれに対抗する
ための資本家側の連携とは共に認められるべきだとしながらも6), 「全国ノ土
地ハ皆一般二官有物トナシテ其国民総体ノ共有物トナサンコトヲ望」む社会主
義に対して，政府に雇われる農民を監督する者は「己ノ利害二関係ナキ」為に
職務にはげまず，農民はそうした監督に「常二猜忌ノ念ヲ絶ツコトヲ得」ない
ので円滑な運営ができない。そのうえ「若シ政府ニテ特リ農業ヲ引受）レモノト
ナセバエ商ノ事モ亦政府ノ引受ケトセザルベカラズ。到底政府ハ国民ノ幸福ヲ
引受ケ人トナルベシ。故二若シ此説行ハレナバ， 古今未曽有ノ専制二陥）レ可
5)『経済学者ラ・フォンテーヌ」邦訳73-74ページ。ボアソナードは日本での経済学講
義の第一回の中で日本が他H先進国にならって自由交易政策をとるようになり「其利
益ヲ見出サンコトハ固（ヨ）リ疑ナシ」とのべている。『講義」第1号， 21ペー ジ。
6)『経済学者ラ・フォンテーヌ』邦訳124ペー ジ。『講義」第1号26ペー ジをも参照。
634 
関西法律学校と経済学（杉原） 843 
シ・・・・・・」7)0 
]I 野村彰吉と経済学
以前に紹介したように，関西法律学校で経済学の講義を担当したのは野村彰
吉であった。野村の経歴については， 『関西大学70年史』や『国民過去帳，明
治之巻』などでわかることを前著でしるしておいた1)が， その後『関西大学を
築いた人々』の野村彰吉の項を担当された薗田香融教授もかいているように，
彼の「伝記たるや，きわめてその資料にとぽしい」2)。だが最近になって年史資
料編集室の努力で，彼についていくつかのことがわかってきた。たとえば彼は
群馬県前橋市の出身で，安政2年10月2日に生れ，明治29年 1月20日に歿した
こと，明治11年7月に東大卒業後大蔵省国税局に入り，横浜税関に19年までつ
とめていたことなどである。彼の経歴が法曹畑のみを歩いてきたのではなく，
税関といった経済問題に関係の深い職場にあったことは，彼が法曹界に移って
からも経済学の講義を担当するというかたちで経済問題にかかわりをもちつづ
けた点を考え合せると興味深い3)。 また彼と東大を同期に卒業した人々の中に
河上謹ーがいることも注目される。河上は河上肇の伯父で，東大卒業後ロンド
7)『講義」第3号， 30-31ページ。『経済学者ラ・フォンテーヌ」の中にも社会主義に対
する批判が見られる。 44-46ページ参照。また「無知あるいは邪まな社会主義学派が
賃金と地代との問題を暴力によって， 略奪によって， 動乱によって解決しようとす
る」（同70ページ）という文章の中には， ボアソナードがパリでおこった 1870-71年
の動乱を見聞したときの感想がこめられていると思われる。
1)杉原「西欧経済学と近代日本』， 76,82ペー ジ。
2)『関西大学を築いた人々』， 47ページ。
3)関西大学の創設者の中で，野村診吉とともに履歴の不明な点が多いのは吉田一士であ
る。吉田についても年史資料緬集室で多年熱心にその調査が進められてきたが， 最
近種々の点が資料的につきとめられてきたことはよろこばしい。その成果はいずれ
「100年史」で明らかにされるであろうが， 吉田が東京の明治義塾法律学校にかかわ
りをもっていた時期における彼の行動がわかってきたことは，関西法律学校での業績
を理解するうえにも示唆的であろう。
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ン大学に留学して経済学を学んで帰るのだが，河上や野村が在学中の東大には
経済学の講義はなかったようである。東大で経済学をはじめて担当するフェノ
ロサが来日するのは，彼らが卒業したーケ月後の明治1年8月のことである。
私は以前野村彰吉の関西法律学校での講義を聴講した学生の筆記ノートで紹
介したが，それは分配論と交換論であって，内容的には当時わが国で最もよく
よまれた経済学の入門書であるフォーセット夫人の「経済学入門』に主として
準拠する講義であった。ところが当時関西法律学校が発行していた講義録には
野村彰吉の理財学講義が連載されており，われわれはその第一回目だけを読む
ことができる。その内容をつぎに紹介することにしよう。
「関西法律学校筆授生講義録」の第 6号（明治21年11月10日発行）に野村彰吉の
講述，校生河上恒二郎筆記の理財学講義の第一回，汎論が掲載されている。第
1ページから第8ページまでで，文章が途中で切れており，続きの第二回は講
義録の次号に掲載されたと思われるが，現在のこっている講義録には発見され
ない。それでこの第一回の全文を，よみ易いように句読点と濁点をつけて，以
下に掲載することにする。
理財學講義
講師 野村彰吉 講述
校生 河村恒二郎 筆記
（第一回） 〇汎論
理財學トハ何ゾヤ。富ヲ論ズ｝レノ學ナリ。差シ富ヲ産出シ，富ヲ分配シ，富ヲ
交換スルニ必要ナル理論ヲ研窮スルハ，賓二此學ノ主眼トスル所ニシテ，其輩
ーノ目的タルベキモノハ，更二富ヲ措テ他二求ムベキナシ。故二理財學ノ意義
如何ヲ決センニハ，勢ヒ必ズ先ヅ，「富トハ是レ何物ゾ」卜謂ヘルノ問題ヨリシ
テ論定セザルベカラザルベシ。呼富ノ如何ナルモノナルヤハ，世人已二之ヲ知
レリ。翌二敢テ吾人ガ喋々ノ癬明ヲ要センヤ。而モ吾人ガ猶ホ自ヲ求メテ之レ
ガ解明ノ勢苦ヲ甘受セント欲スル所以ノモノハ，他ナシ，世人モ亦時二理財學
上ノ所謂富ナル文字二付キ謬妄ノ思想ヲ抱有シタル7アリシノミナラズ，今尚
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ホ妄想ノ中二｛乎立シテ，去就ヲ決ス）レノ勇氣二乏シキモノ賓際二徴シテ甚ダ多
々ナルヲ信ズレバナリ。敢テ乞フ，吾人ヲシテ富ノ解繹ヲ輿ヘシメヨ。
富トハ何ゾヤ。吾人ノ慾望ヲ充足シ得ベキ物件ノ汎稲ニシテ，之ヲ約スルニ債
値アルモノ是ナリ。而シテ債値ノ如何ナルモノナリヤハ，後段更二之ヲ詳悉ス
ベキノ期アルガ故二，此二其深遼ナル理論ヲ講述スルノ要ナキナリ。今強テ之
レガ簡明ナル理解ヲ求メン乎，只ダ之ヲ物ノ交換カナリト概言シ去ランノミ。
他物卜交換シ得ベキカアル所ノモノ，再言スレバ彼ノ債値ナルモノヲ有シタル
所ノ物件ハ，盛ク之ヲ富ナリト論定セン乎，其物件ヤ極メテ必要ナリト雖モ，
其物件ヤ極メテ有盆ナリト雖モ，将夕其物件ヤ極メテ貴重ナリト雖モ，荀クモ
夫ノ交換カナルモノヲ有セザランニハ，敢テ之ヲ把テ以テ所謂富ナルモノヽ彙
類中二蒐集スル7能ハザルナリ。見ヨ夫ノ日光二於ケルガ如キ，空氣二於ケル
ガ如キ，又夫ノ河江ノ水二於ケルガ如キ，吾人ノ生活上二向ッテハ賓ニー瞬時
間モ欠クベカラザルノ至大要物ナリト雖ドモ，而モ理財學上二在テハ，決シテ
之ヲ以テ富ノー類ナリトハ論断シ能ハザルナリ。何トナレバ，則チ此種ノモノ
ハ其敷量限リナク其供給餘リアリテ，何人卜雖ドモ自由自在二之ヲ領有シ得ベ
キノ利便アルト共二，反面二向ッテハ，彼ノ交換カナルモノヲ有セザルモノナ
レバナリ。是二由テ之ヲ観レバ，人間ノ生存二必要ナルモノ未ダ必シモ富二非
ズ。有盆貴重ナルモノモ亦必ズシモ富ニハ非ザ）レベシ。若シ夫レー介物件ニシ
テ夫ノ交換カナルモノヲ有セン乎，敢テ必要ナラズ敢テ有盆ナラズ敢テ貴重ナ
ラザ）レ所ノモノト雖ドモ，理財學上必然之ヲ富ナリト論定スルニ難カラザ）レナ
リ。而シテ彼ノ市府ノ飲料水二於ケルガ如キハ，資本卜努カトヲ加ヘタル有債
ノ水ナルガ為メニ，夫ノ河江ノ水トハ自カラ其性質ヲ異ニシ，亦交換カヲ有シ
タル物件即チ富ノ品類中二排置セラルヽ 7ヲ得ベシ。
富ノ如何ナルモノナリヤハ，略ボ前段二於テ之ヲ講了シ去リタルヲ信ズ。乞フ
左二富二闊シテ必要ナル論項ーニヲ畢ゲン。
（第一）富卜金銀トハ決シテ之ヲ混同スベカラザ）レナリ。世人動モスレバ富ヲ
以テ金銀ノ別稽ナリト妄信シ，金銀二非ザレバ富二非ズト思惟スルモノアリ。
637 
846 闊西大翠「経清論集」第36巻第2・3・4号 (1986年1月）
謬レルノ甚ダシキモノト謂フベシ。夫レ富ハ彼ノ交換カナルモノヲ有シテ，吾
人ガ欲望ヲ充足シ得ベキ物件ノ汎稲ナリ。何為ソ其レー塊ノ金銀ニノミ限ラン
ャ。凡ソ此等ノ理論タル理財學科ノ進歩シタル今日ニアリテハ，殆ンド無要ノ
弄耕タルニ過キザルノ鎌アルガ故二，吾人ハ敢テ深ク之レガ癬明ヲ費スヲ好マ
ズ。只ダ左ニー封ノ例證ヲ設ケテ以テ此等ノ迷妄ヲ粧破センノミ。日ク
甲者ハ廣裟数千里ノ沃野ヲ有セリ，甲者ノ倉腐ハ米粟ヲ以テ充タサレタ
リ。而モ甲者ノ匝底ニハ曾テー顕ノ金銀貨ナカリシ。吾人ハ乙者ノ奨中二
於テ殆ンドー千圏ノ金貨アルヲ知レリ。而モ乙者ハー頃ノ田野ヲ有セズ，
又ター棟ノ家宅ヲ有セズ，借地倣居以テー日ヲ送レリ。
試ミニ見ヨ，以上ノ設例二於ケル甲乙二人ハ果シテ何レノ者ヲ以テ最モ富裕ナ
リト為スベキ乎。若シ夫レ金銀二非ザレバ富二非ズト論断シ去ランニハ，勢ヒ
乙者其人二向ッテ富裕ノ名稲ヲ附輿セザルベカラザルベシ。果シテ然ラバ則チ
甲者ハ貧人ナル乎。甲者モ亦富人ニハ非ラズヤ。寧口甲者ハ乙者二比シテ更二
高上ナル富人卜謂ハザルベカラズ。見ヨ富ハ金銀ノ多少二由リテ秤量シ得ラ）レ
ベキモノニ非ザ｝レヲ，既二金銀ノ多少二由リテ秤量シ得ラルベキモノトセバ，
則チ所謂富ナル文字中二包含スル所ノモノモ亦箪二金銀ノミニ止マラザル所以
ノ理得ヲ知ルベキノミ。更ニー跛ヲ進メテ之ヲ論ゼンニ，金銀ハ決シテ富ニハ非
ザルナリ。何トナレバ則チ凡ソ富タランモノハ常二人ノ欲望ヲ充足シ得ベキノ
性質ヲ具有セザルベカラズ。今試ミニ金銀ヲ把シ而シテ能ク之ヲ凝視セヨ o食テ
以テ飢ヲ過ム）レニ足｝レ乎。衣テ以テ寒ヲ防グニ足｝レ乎。将夕煉テ以テ暖ヲ取ルニ
足｝レ乎。之ヲ聞ク天明ノ際凶荒全國二及ブ，行人時二金ヲ恨コロニシテ飢二泣
クモノアリシト。是ヲ以テ之ヲ観レバ，金銀ナルモノハ決シテ直接二人ノ欲望
ヲ充足シ得ベキ者二非ズ。人ノ欲望ヲ充足シ得ベカラザル者ハ富ニハ非ザ｝レナ
リ。然ルニ世人ガ熱心二金銀ヲノミ得有セン7ヲ励ムル所以ノモノハ何ゾヤ。
他ナシ，之ヲ以テ米粟卜交換センガ為メナリ。布吊卜交換センガ為メナリ。薪
炭卜交換センガ為メナリ。之ヲ要スルニ，金銀ハ其質富二非ズ。只ダ富卜交換
シ得ベキ一種ノ媒介物タルノミ。以上ノ講説二由リテ金銀ノ富二非ザル所以ノ
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理ハ已二明晰ナルヲ信ズ。乞フ更二又一條ノ参考的事賓ヲ示サン。
（第二）千七百六七十年ノ頃二方テ英國二於テハ外國貿易ノ政略ーニ自國ノ物
品ヲ海外二輸出シテ之ヲ金銀二交換セン7ヲ励メ，海外ヨリ府セル物品二封シ
テハ過嘗ノ重税ヲ課シテ以テ之レガ輸入ヲ防過シタリ。其意蓋シ自國ノ貨幣ヲ
海外二流出セザラシメンガ為メナルニ外ナラズシテ，即チ亦金銀是富卜謂ヘル
謬説妄信ノ結果ナリトス（英語此政略ヲ稲シテまるかんたいるしすてむ卜謂ヘ
リ）。而シテ嘗時ノ政事家ハ此方針二向ッテ政策ヲ定メタリ。是獨リ英國ノミ
二止マラズ歌州列國モ亦然リ。之ヲ聞ク米國骰見ノ者ナル彼ノ「くりすとふゎ
ーるころんぶす」ガ遠ク渦茫タル大洋ヲ超ヘテ天涯ノ航遊ヲ企テタルノ志象モ
亦彼ノ
西方二國アリ黄金白銀以テ輪灸ナル住屋ヲ築造セリ
卜謂ヘルノ妄想二其起因ヲ登シタルモノナリト。以テ同氏ノ脳底ニモ亦此謬説
ノ蓄在シタルヲ知）レニ足ルベク，又以テ嘗時時論ノ此ニ一定シタリシヲ證ス）レ
二足ルベシ。後千七百七十六年二至リテ有名ナル理財學「あだむすみす」氏ナ
ルモノ出テ初メテ富ノ金銀二限ラザル所以ノ理ヲ辮明シ，カヲ極メテ之ヲ主張
シタリ。是ヨリシテ後學説漸ク此貼ニー決シ，遂二今日二在テハ確然トシテ復
夕動カスベカラザルニ至レリ。而モ猶ホ賓際上ヨリ之ヲ観察スルニ，往々此論
理二背馳シタルノ政略ヲ執）レモノナキニ非ザルハ賓二吾人ノ痛歎シテ措カザ）レ．
所ナリ。現二吾國ノ如キモ明治十二三年ノ頃二方リテハ，時二輪入超過金貨濫
出等ノ論説ヲ耳ニシタル7アリ而モ個ハ他ニー強理由ノ存スルアリテ」。
野村の理財学講義がのっている関西法律学校筆授生講義録は，それまで刊行
されていた関西法律学校講義録にかわって明治21年10月 1日から刊行されはじ
めたもので，毎月 4回刊行，毎号75ページ，定価10銭で岡島宝文館から発行さ
れた。現在国立国会図書館に第 1号から第36号（明治22年9月）まで所蔵されて
いる（ただし第5,第20,第21号は欠）が， 残念ながら野村の理財学講義は， どう
いうわけか第6号にのっているだけである％
4)関西法律学校の講義録については次の文献を参照。埜上衛「関西法律学校の講義録
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むすび
明治38年 1月，関西法律学校は文部省の認可をえて私立関西大学という名称
になった。 4月から開講した大学予科は語学の教育に力を注いだが，外国語は
英語とドイツ語がおかれた。その頃設立された外国語専修科でも英語とドイツ
語の二つがおかれた。『関西大学70年史』はいう，「ここに英，独語が取容れら
れ，しかも仏蘭西語の採用せられなかったことは，法学界の大勢がフランス法
から英米法およびドイツ法に移りつつあったことを示している。司法省法学校
の卒業生によって創立され， フランス法学の教授を中心として発足した本校
は，東京帝国大学出身の講師を主とし，英米法及び独法の教授を主とする大学
へと全く変貌を遂げたのであった」I)0 
だがそうした変貌を遂げる必然性は，すでに関西法律学校の創立当初からあ
ったといってよい。すなわち，あたかも本校がスタートした同じ明治19年11月
に，文部省は「私立法律学校特別監督条規」を設け，私立の法律学校に対して，
卒業生に文官登用試験の受験資格を認めるかわりに東京帝国大学の監督と統制
のもとに入るよう指示した。ところが東大では明治14年以降の政府の新方針を
うけて， ドイツの法学・国家学の導入が強力にはかられており，私立法律学校
が帝国大学の統制下に入るということは，とりもなおさずそのカリキュラムを
ドイツ流の学問を基礎とする教育体系へ再編成することを意味したのであっ
た2)。 関西法律学校は明治21年に文部省の特別認可をうるべく体制をととのえ
て申請したが不首尾に終った3)。 とはいえイギリスやフランスを範とする法制
(1)」，『近畿大学短大論集」第13巻第 1号。同「明治20年代の社会教育における出版」，
『大阪私立短期大学協会研究報告集』第16号， 1979年。
1)『70年史」 148ペー ジ。
2) 山室信ー『法制官僚の時代ー~（木鐸社， 1984年） 314ペ
ージ参照。
3)『70年史」 42-49ページ参照。利谷信義「日本資本主義と法学エリートロ―明治期
の法学教育と官僚養成—」(『思想』， 1965年10月）をも参照。
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からドイツを範とする法制へと大きく転換した時代の趨勢には抗しがた<'本
校が，おそらくはともにボアソナード直系の学風をもっていた明治法律学校や
東京法学校（→和仏法律学校）和仏法律学校―この二校は前記の「特別監督」の
下に入った一と同様に，基礎教養としての経済学の教育を重視しつつリベラ
ルな市民法学体系を教授するという特質を，漸次稀薄にしていったのである。
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